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　　Abstract: The safety factor of coastal area has been increasing by improvement of the
protective facilities for wave, but on the other hand, the rapid development of the near shore
area is threatening the security of such area.　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘
　　Authors analyzed the distribution and movement of the general properties at 2 places in
Aki City, Kochi Prefecture, where there was ａ severe wave damage due to Typhoon 7920 and
evaluated the scope of risk and the probable annual cost for the damage with overtopping
statistically.
　　The Authors reached the conclusions as follows :
1. The risk for overtopping damage of the wave, which is statistically possible every 5 years,
　is considarably significant.
2. The coast preventive measures for overtopping disaster, do not cause breaking of wave
　directly before the coastal dike owing to absorption of wave energy by the technics such as
　nourishment, sloping dike, rubble mound, offshore breakwater.
3. The risky area of the overtopping of wave shoued be prohibited to use as housing zone.
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は　し　が　き
　平地の少ないわが国では，海岸地帯は重要な生産及び生活の基盤となっている。
　これらの基盤を波浪災害から守るため海岸堤や護岸，その他防波・消波構造物が築造されている。
このような海岸防災施設が整備されると，一般にはその地域の安全度が向上したかのような認識に
よって，海岸の開発がさらに進行し，海岸堤の近くまで一般資産（家屋等）が集積し，高浪時の危
険度は益々高まっている。
　観測データの少ない海象に対する安全率の評価は極めて困難である。高知県の沿岸では昭和21年
の南海地震津波や,昭和34年伊勢湾台風，同36年第二室戸台風の高波による大災害を受け海岸防災事
業が行われてきたが，その後局部的波浪災害が発生し，昭和54年台風16号に続く20号によっても31
港湾，57ヶ所の施設災害及び一般資産被害を受けた。
　ここでは台風20号で甚大な波浪災害を受けた安芸市の伊尾木川東方の伊尾木地区，安芸漁港西方
の西浜地区を対象とし，一般資産の分布及び移動を調査し，一方では台風20号時の波浪記録より越
18 　高知大学学術研究報告　第36巻(1987)　自然科学
－
波を再現し，これを用いて確率的推算波の越波を求めた。
　この資産分布と，一越波の形状及び量から海水の浸入による被害額を推算し，これで両地区の波浪
に対する危険度を評価し，海岸の波浪危険地帯の開発限界や防災工事のあり方について一つの考え
方を提示した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｀　Ｉ
１　海岸構造物の変遷及び地形変化　　　　　　　　・
　（1）海　岸　堤
安芸市伊尾木地区及び西浜地区は図１のように，いずれも海岸に近接している6
図１　地形概要図
　両地区とも古くから地盤高よりやや高いＴＰ＋7m（以下地盤高，水深は全てＴＰで表わす）内外
の石積堤のようなものがあったが詳細は明らかではない。
　伊尾木海岸は昭和31年初めて市営住宅付近に＋101hのコンクリート直立堤延長260 mが施工され，
34年貯木場付近に+7.5mの直立堤延長472 m, 35年に小学校付近に+8.7mの傾斜堤延長277 mが施
工された。これらは36年第二室戸台風の災害後全域に亘り＋10琲の直立堤に修復され，その後54年
災害後前面に消波工が施工された。その標準断面は図21のようである。
　西浜海岸は昭和31年から延長200mの傾斜堤が施工され，34年伊勢湾台風後10mの傾斜堤が全域
に亘り施工された。その後43年，51年に法尻侵食や斜面の陥没が生じたので，51年に金山谷橋から
西100mまで＋11.3mに嵩上され, 55, 56年に残りの漁港寄りめ区間も＋11.3mに嵩上された。消
波工は54年災害後施行され始め現在に至っている。その標準断面は図３のようである。
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図２　伊尾木海岸堤標準断面図
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　　　　　　　　　　　　　　　　　図３　西浜海岸堤標準断面図
　　（2）安芸漁港
　安芸川西方約2km地点に昭和42年から安芸漁港の築造が始まり，42年に東防波堤178.9mが施工
され，その後53年から遂次延長し59年まで217.4m施工し，計396.3mとなっている。その他施設の
整備状況は図４のようである。これによると昭和42年には防波提先端水深は－６～－７ｍに達し,安
芸から西へ移動する汀線漂砂はかなり阻止され，50年の空中写真によると港域の西500mまでは既
に海岸堤前面の砂浜は消滅している。その後53年からの防波堤の延長により，54年台風来襲時には西
浜の侵食域は，さらに西方まで拡大していたと思われる。
　　（3）地　形
　この付近の海浜は伊尾木川，安芸川からの流出土砂の供給と湾入による波の発散とによって推積
傾向にあり,前浜勾配1/10内外の比較的安定した砂陳浜であり，昭和31年に海岸堤が築造された時点
では，50～80mの浜幅をもっていた。
　伊尾木地区（市営住宅付近），西浜地区（金山谷橋付近）の昭和22年10月（米軍の空中写真）を
基準にして42, 50, 56, 60年の汀線変化を示すと図５のようである。
　伊尾木では，昭和22年から50年まで（36年第二室戸台風時大きな侵食があったが資料なし）年平
均1.5m程度の後退量であったが，50年から56年までの後退は激しく（年平均４ｍほど), 56年以降
の変化はみられない。これは昭和54年台風16, 20号時の大きな侵食と，前面消波工の施工によるも
のであろう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／
　西浜では，昭和22年から42年まではやや前進気味（年平均0.5mほど）であったが，42年から急
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図４　安芸漁港防波堤の進捗状況
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に侵食が進み，56年まで年平均４ｍほど後退している。これは東方の安芸漁港の防波堤が42年から
築造され，漂砂源である安芸川からの土砂が阻止さ｡れたことによるも･のであろう。 56年からの変化
が見えないのは,54年災害後消波工の築造により，その法尻まで侵食され,後退の限界に達したもの
と思われる。
　昭和22年から60年までの汀線め後退量は，伊尾木で約70 m,西浜で約50mである。
　２　資産分布と移動
　筆者1）の実験によると，海岸堤直前で砕波を起すような条件では，波形勾配の小さな波は沖波波
長の４倍ぐらい内陸までかなりの水滴が侵入する。周期13秒の波では約1kmとなる。しかし浸水と
か，家屋に大きな損傷を与えるような氷塊の侵入深さは海岸堤より100mほど（第二室戸台風時の
経験）と考えられるが‥ここでは海岸堤より300mまでの一般資産（家屋）の分布を調べる。
　この戸数分布は図面の入手できた昭和46, 49, 60年について，その変化を調べた。この結果をま
とめたものが表１－１，１－２である。昭和31年当時の状態は明らかでないが，46年には両地区と
　　　　　　　　　　　　　　　表１－１　伊尾木の戸数分布
海岸堤からの
距離(m)
昭　和　46　年 昭　和　49　年 昭　和　60　年
戸数(戸) 建坪(?)
平均建坪
　　(?) 戸数(戸) 建坪(?)
平均建坪
　　（?） 戸数(戸) 建坪(?S
平均建坪
　　（?）
O－20 32 2057.79 64.31 34 2235.27 65.74 34 2235.27 65.74
20 － 50 16 998.75 62.42 17 1047.33 61.61 39 4081.99 104.67
50 － 100 30 6420.86 214.03 37 8109.51 219.18 55 8619.98 156.73
100 － 150 32 1774.38 55.45 41 2533.44 61.79 48 3535.26 73.65
150 － 200 23 3418.57 148.63 27 4570.84 169.29 29 5166.84 178.17
200 － 300 86 10256.00 119.26 88 10607.39 120.54 91 10921.62 120.02
表１－２ 西浜の戸数分布
海岸堤からの
距離(ｍ)
昭　和　46　年 昭　和　49　年 昭　和　60　年
戸数(戸) 建坪(?)
平均建坪
　　（?） 戸数(戸) 建坪(?)
平均建坪
　　（?） 戸数(戸? 建坪(?)
平均建坪
　　(?)
O－20 ５ 220.00･ 44.00 ５ 220.00 44.00 10 542.79 54.28
20 － 50 38 1617.81 42.57 40 1630.10 40.75 43 2139.04 49.74
50 － 100 46 1936.01 42.09 47 2279.60 48.50 58 2597.94 44.79
100 － 150 12 951.31 79.28 15 1009.81 67.32 18 1573.00 87.39
150 － 200 23 1859.06 80.83 24 1978.83 82.45 24 1978.83 82.43
200 － 300 30 、2864.89 95.50 30 2864.89 95.50 30 2864.89 95.50
も既に＋10mの海岸堤が施工されており，ある程度の安全性を信じ，伊尾木地区で海岸堤からO～
20m間に32戸，20～50m間に16戸存在している。昭和54年台風災害後には消波工施工のためか20～
50m間に39戸と倍増し，50～100 mまでの増加戸数も多い。西浜地区は昭和46年にはO～20m間に
５戸，20～50m間に38戸あるが，伊尾木地区に比べO～20m間の戸数は少なく，20～50m間にも60
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年まで左程増加してない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・
　表１には一戸当りの平均建坪面積を示してあるが，伊尾木がo～30m間で65.74?，20～50m間
で104.67?，西浜がO～20m間で54.28?，20～50m間で49.74?とな９ており西浜が少ない。これ
は西浜が海岸堤より50mまで山が迫っているところがあり背後地が少ないこと，伊尾木は背後地が
広く，かつ危険度が少ないと見て，比較的大きな住居や事業所が存在していることによる。
　この建坪面積に建設者の治水経済調査要綱の各種資産評価から，都道府県別の評価額（昭和60年
度高知県87.100円／?）を乗ずると，海岸堤から夫々の距離内にある資産分布が得られる（図６－
1, 6-2)。これによると伊尾木地区では海岸堤より20m以内に約２億円, 50m以内に5.5億円，
西浜地区では夫々0.5億円, 2.3億円の資産が存在している･ことになる。
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　　　　　　　　海岸堤からの距離(m)
図６－１　伊尾木海岸堤からの距離と資産分布
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図６－２　西浜海岸堤からの距離と資産分布
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　３　越波災害
　昭和54年台風16および2(岡‘時の
波による両地区の一般資産被害は
表２のようで，西浜では海岸堤
100mの破堤と，越波により住家
３棟，非住家２棟が全壊し，半壊
は夫々に３棟にのばった。伊尾木
では全壊は非住家であったが，海
岸堤から16mの距離にあった昭和
43, 44年建築の市営住宅10棟が石
篠を含んだ越波により，窓及び屋
根が打ち抜かれ廃屋となった。
　この家屋に大被害を与えた昭和
54年台風20号について高知沖釣27
表２　台風16号、20号による被害
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区　　　　分 台風16号 ．台風20号
伊
尾
木
全　　壊　（棟） １ O　（5）
半　　壊　（り ０ 10
一部破壊　い） ０ O　（2）
住民非難（世帯） ’8　25人 31　141人
西
浜
全　　壊　（棟） ０ 3　　（2）
半　　壊　（り ０ 3　（3）
一部破壊　い） １ 2　（2）
住民非難（世帯） 13　34人 23　57人
（
)は非住家
kｍ，水深120 mで観測された有義波（最大Hy, =7.2m, T/. =15.1sec)を用い，合田2）の図式から
図７に示す伊尾木の各点の越波量を計算すると図８のようになる。これによると伊尾木地区でも海
岸地形によって越波量はかなり異なり. Nalの市営住宅前が一番大きい。仮に各観測時刻め間，そ
の時の有義波による越波が継続したとして全越波量を出すと，iO月19日６時から16時まで，この地
点で32.4?/ｍの越波量があったことになる。なお市営住宅の前面堤防には斜路があり，やや東寄
りから来襲した波がこれに集中し，市営住宅へ大きな越波をもたらしたもの｡と考えられる。
　西浜地区の越波量は図９のようで，全越波量は5.5?/ｍと少ないが，約100mの破堤部では大量
図７　伊尾木地点図
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写真１　西浜における台風20号による越波状況
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図８　伊尾木地区昭和54年台風20号による越波量
　(10月19日)
図９　西浜地区昭和54年台風20号による越波量
の越流が起り,実際にはさらに多量の海水の浸入があったと思われる。西浜における台風20号時の越
波と，破堤，家屋の損傷状況は写真１，２のようである。なお写真２のブロックは台風16号後に搬
入されたものである。　　　　　　　　　　　　　　･’　　　　　　　１
(2)台風2(岡‘による想定被害額
前述の越波量 に
起ったとして想定被害額を推算する。高田3）
の越波水平分布図より伊尾木の32.4?/ｍ，
西浜の5.5?/ｍの水平分布を出すと図10, 11
のようになる。両地区とも排水が不十分であ
るので，夫々の距離における越波量がそのま
ま浸水深になるとして，建設省の「一般資産
被害率一覧表」（表３）のＡグループに，海
水による被害増大率1.5倍を考え，一般資産
及び家庭用品（一世帯400万円均等）の被害
　　２
(?／ｍ)
１
０
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写真２　西浜における台風20号による家屋の損壊状況
図10　伊尾木Nal地点の台風20号による越波量の分布
図11　西浜地点の台風20号による越波量の分布
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額を出す。また実際に破壊された家については全壊１，半壊0.5の被害率として加算した。
　この結果台風20号による想定被害額は表４および５のようになり，伊尾木地区でO～20m開か
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1.6億円, 20-～50m開か0.16億円，5(ト100m開か0.34億円，西浜地区では夫々0.4億円,｡0.084億円，
０億円となり，伊尾木地区の海岸堤より20m以内の被害額が最も大きい。
表３ 一般資産被害率一覧表
　　　　　　浸水等の規模
資産種類等
床下
浸
水
床　　　上　　　浸　　　水 土砂堆積(床上)
50 cm
未満
50～
99 cm
100～
199 cm
200～
299 cm
300 cm
以上
50 cm
未満
50cm
以上
　家　　　屋
木造十非木造
Ａグループ
U.03
0.053 0.072 0,109 0.152 0.220
io.43 io.57
Ｂグループ 0.083 0.126 0.177 0.266 0.344
Ｃグループ 0.124 0.210 0.:1308 0.439 0.572
家，庭　用　品 - 0.086 0.191 ■0. 331 0.499 .0. 690 0.50 0.69
事　業　所
償却資産 一
一
0.180 0.314 0,419 0.539 0.632 0.54 0.63
在　庫　品 0.127 0.276 0.379 0.479 0.562 0.48 0.56
農　漁　家
償却資産 一
一
0.156 0.237 0.297 0.366 0.450 0.37 0.45
在揮品 0.199 0.370 0.491 0.576 0.692 0.58 0.69
て注）1.家屋、家庭用品、事業所、ａ漁家資産のそれぞれについて、床上浸水200 cl以上棟数の45*な全壊と
して被害率１とし、別計算として被害率に加えること。
（土砂堆積の場合は土砂堆積深50cin以上の棟数に対し、50％を全壊とする。）
２．Ａ、Ｂ、Ｃは地盤勾配による区分でＡは1／1000以下、Ｂは1／500から､」／1000、Ｃは1／500以上を言う。
3.家屋被害率はグループ別に木造、非木造を合成して求めた。
4.被害率は水害統計調査結果の36-42年の単純平均値である。
表４　伊尾木地区昭和54年台風20号による想定被害額
区　　　　　　間（ｍ） Ｏ～２０ ２０　～５０ ５０～　１００
浸　　水　　深(m) 1.30 0.2 1 0.0 2
家
屋
浸
水
資　　産(億円) 1.3 7 ｀　　　　3.5･6 ‘ 　　　　　　　　へ　●7.5 1
被害率 0.46 2 0.0 4 5 0.0 4 5
被害額(億円) 0.6 3 1 0.16 0 0.3 3 8
半
壊
資　　産(億円) 0.5 7 3 - -
被害率 0.5 １　　　　= -
被害額(億円) 0.28 1 - -
日
用
品
浸
水
戸　　数（戸） ２４ - -
被害率 0.4 9 7 - -
被害額(億円) 0.4 7 7 - -
半
壊
戸　　数（戸） １０ - -
被害率 0.5 - -
被害額(億円) 0.2 ￥ 　 　 　 　 - 　 ・ -
被害額合計（億円） 1.59 5 0.16 0 0.33 8
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表５　西浜地区昭和54年台風20号による想定被害額
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区　　　　　間（ｍ） Ｏ～２０ ２０～５０ ５０　～　１００・
浸　　水　　深（ｍ） 0.17 0.0 3 ０
家
屋
浸
水
資　　産(億円) 0.18 6 1.8 6 0 2.2 6
被害率 0.0 4 5 0.0 4 5 -
被害額(億円) 0.0 0 8 ０．０８４ -
半
壊
資　　産(億円) 0.1 4 2 - -
被害率 １ - -
被害額(億円) 0.1 4 2 - -
全
壊
資　　産(億円) 0.14 ２ - -
被害率 0.5 - -
被害額(億円) 0.0 7 1 - -
日
用
品
半
壊
戸　　散（戸） ３ - -
被害率 １ - -
被害額(億円) 0.12 - -
全
壊．
戸　　数（戸） ３ - -
被害率 0.5 - - 　 ｉ
被害額(億円) 0.0 6 - -　　　　．
被害額合計(億円) 0.4 0 1 0.0 8 4 ０
　４　高波浪の発生確率と危険度
　高知沖における波浪の観測期間が短いので，高波浪の発生確率分布がどのような形をとるか分ら
ない。ここでは運輸省第三港湾建設局の推算値を用いる（表６）。これを確率紙ヘプロットして台
風2（y号時の波の発生確率を求めると２年に１回の頻度となる。この確率波浪はやや過多の感がある
が，これを用いることにする。
　これらの確率波浪の越波継続時間は，台風20号時の越波量の最大値0.003?/ｍ/ｓで総越波量を割
り，一率に10,800秒（３時間）とした。
　現在は堤防前面に消波工が施行されているので，消波工のある場合の各確率波浪の越波量を求め
ると図12のよう!こなる。これによると伊尾木地区において現時点で，台風20号時の越波が発生する
のは20年１回の確率波近似の波となる。
　いま台風20号時のような越波が20年に１回発生するとすれば，当時の災害は年々‰の危険率を持つ
表６　高知沖波再現確率波浪
再現期間 10　年 20　年 30　年 40　年 50　年
ＨｼS　（m） 10. 9 12. 0 12. 6 13. 0 13. 3
Ts（秒） 13. 6 14. 3 14. 7 1 5. 0 15. 2
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　ていると考えることができる。発生確率の
　小さい大波浪時には当然大きな越波炎害を
　起すが，その災害が発生するまでは資産は
　安全である。発生確率の大きい波の場合は，
　被害額は小さいが，被害は頻発する。この
　ように被害額と災害の発生する頻度とを考
　え合せた，年平均想定被害額でもって,越
　波災害の危険度として評価することに
　した。
　　各再現確率波浪に対する伊尾木地区の距
　離別危険度を算出整理すると表7（1～7），
　図13のようになり，５年に１回の確率波を
　除けば，いずれも海岸堤に近い20mまでの
　危険度が大となる。５年に１回の確率波の
　危険度が小さくなったのは，越波量は２年
　に１回の波より大であるが，同じく床下浸
　水であるため被害額が同じになり，頻度が
’少ないことによるものである。またO～20
　m間は10年に１回の確率波で床上浸水とな
　り, 20m以遠では50年１回の波でも床上浸
　水とはならない。なお各確率波浪による伊
　尾木地区全体の危険度は図14のようになる。
　一般に再現期間の長い大波浪の方が危険度
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図12　伊尾木地区の確率波浪による越波量
(年)
が大になるように思えるが，この地区においては年平均想定被害額的な見方をすると，｡5年に１回
の確率波の危険度が最大となり，再現期間の長い波ほど危険度は小さくなっている。　以上，本研
究に用いた越波量及びその水平分布から強引に浸水被害を想定してみると，海岸堤から20mまでが
極めて危険であり，発生頻度がやや多い感があるが5年に１回程度の波の危険度が最大となる結果
を得た。
表７　伊尾木地区確率波浪による危険度
その１ ２年
区　　　　　間（ｍ） Ｏ　～　２０ ２０　～　５０ ５０ -ｙ １００
浸　　水　　深（771） 0.07
‘ ｀ 　 　 　 　 ０
０
家
屋
資　　　産（億円） 1.6 8 3.5 6 7.5 1
被　害　率 0.0 4 5 ０ ０
被　害　額（億円） 0.07 5 6 ｀゛　０ ０
日
用
品
戸　　　散（戸） ２６ ３９　　，． ５５
被　害　率 ０ O･ ０
被　害　額（億円） ０ ０ ０
被害額合計(億円) 0.0 7 5 6 、０ ０
危　　険　　度(億円) 0.0 3 8 ０ ０
海岸地 の による危険度の変化（上森・
その２　５年
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区　　　　　間(m) Ｏ～２０ ２０～５０ ５０～１００
浸　　水　　深（ｍ） 0.2 5 0.0 5 0.01
家
屋
資　　　産（億円） 1.6 8 3.5 6 7.5 1
被　害　率 0.0 4 5 0.0 4 5 0.0 4 5
被　害　額（億円） 0.0 7 5 6 0.1 602 0.3379
日
用
品
戸　　　散（戸） ２６ ３９ ５５
被　害　率 ０ ０ ０
被　害　額（億円） ０ ０ ０
被害額合計(億円) 0.0 7 56 0.16 02 0.3 379
危　　険　　度(億円) 0.0 1 5 0.0 3 2 0.06 7
その3　10年
区　　　　　間(m) ｏ　～　２０ ２０～５０ ５０～　１００
浸　　水　　深’（ｍ） 0.7 0 0.16 0.03
家･
屋
資　　　産（億円） 1.68 3.5 6 ７､５１
被　害　率 0.10 8 0.0 4 5 0.0 4 5
被　害　額（億円） 0.18 1 0.1 60 2 0.3379
日
用
品
戸　　散（戸） ２６ ３９ ５５
被　害　率 0.286 5 ０ ０
被　害　額（億円） ０．２８０ ０ ０
被害額合計(億円) 0.4 7 9 4 0.16 02 0.3 3 7 9
危　　険　　度(億円) 0.0 4 7 0.0 16 0.0 3 4
その4　20年
区　　　　　間（771） ｏ･～　２０ ２０　～　５０ ５０　～　１００
浸　　水　　深(m) 0.9 9 0.2 5 0.0 6
家
屋
資　　　産（億円） 1.68 3.56 7.5 1･
被　害　率 0.0 7 2 0.0 4 5 ｏ､０４５
被　害　額（億円） 0.18 1 0.16 ０ 0.3 3 8
日
用
品
戸　　数（戸） ２６ ３９ ５５
被　害　率 0.2 8 7 ０ ０
被　害　額（億円） 0.2 918 ０ ０
被害額合計(億円) 0.4 7 9 0.16 0 0.3 3 8
危　　険　　度(億円)' 0.0 2 4 ・0.00 8 0.01 7
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その５ 30年
区　　　　　間（ｍ） ｏ～２０ ２０　ぺ･　５０ ５０　～　１００
浸　　水　　深（ｍ） 1.2 0 ,・0.31 0.0 8
家
屋
資　　　産（億円） 1.6 8 3.5 6 7.5 1
被大害　率 0.1 6 4 0.0 4 5 0.0 4 5
,被　害　額（億円）・ 0.2 7 5 0.16 0 ・0.33 8
日
用
品
戸　　数（戸） ２６ ３９ ５５
被　害　率 0.4 9 7 Ｏ･ ０
被　害　額（億円） 0.5 1 6 ｀0 ０
被害額合計(億円) 0.7 9 1
　　　　　　．Ｊ
0.16 0 0.3 3 8
危　　険　　度(億円) 0.0 2 6 0.0 0 5 0.01 1
その6　40年
区　　　　　間（ｍ） Ｏ～　２０ ２０　へJ.　5.0 ５０　～　１００
浸　　水　　深( ) 1.26 0.3 3 0.1 0
家
屋
資　　　産（億円） 1.68 ･3.56 7.5 1
被･害　率 0.1 6 4 ・　0.04 5 0.0 4 5
被　害　額（億円） 0.2 7 5 0.1 6 0　　，･ 0.3 3 8
日
用
品
戸　　数（戸） ２６ ３９ ５５
被　害　率 0.49 7 ０ ０
被　害　額（億円） 0.5 I 6 ’71　　0 ０
被害額合計(億円) 0.7 9 1 ／　　0.1 6 0 ， 0.3 3 8
危　　険　　度(億円) ０．０２０ ‥　　0.0 0 4 ０．００８
その7　50年
区　　　　　間（ｍ） Ｏ～２０ ２０～５０ ５０～１００
浸　　水　　深( m) 1.2 8 0.3 3 0.10
家
屋
資　　　産（億円） 1.68 3.5 6 7.5 1
被　害　率 0.16 4 0.0 4 5　・ 0.0 4 5
被　害　額（億円） 0.27 5 0.1 6 0 0.3 3 8
日
用
品
戸　　　散（戸） ２６ ３９ ５５
被　害　率 0.4 9 7 ０ ０
被　害　額（億円） 0.5 16 ０ ０
被害額合計(億円) 0.7 9 1・ 0.16 0 0.3 3 8
危　　険　　度(億円) 0.0 1 6 ０．００３ ０．００８
???
???
海岸地帯の開発による危
0.1
??
0.05
０
０２　５　　１０
0.15
??
0.1
0.05
０
20
の変化（上森・玉井）
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図13　確率波浪による距離別危険度
０２　５　　１０ 20
30
図14　各確率波浪による伊尾木地区の危険度
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　このことから越波による浸水災害回避を考える場合，計画規模を決めるに当っては，再現期間の
長い大波浪のみでなく，発生頻度の多い波浪についても検討の目を向ける必要があることが示唆さ
れよう。
む　　す　　ぴ
　著者らは，安芸海岸で大きな災害をもたらした昭和54年台風20号時の越波を再現し，従来用いら
れている越波量及び越波量の水平分布から，堤内地の浸水深を求め，年平均想定被害額を危険度と
考え，運輸者資料による確率波浪に対し危険度の評価を行った。
　越波量から浸水深の出し方，確率波浪の大きさ等についではかなり問題があると思われるが，両
地区とも越波に対し危険な海岸堤より201以内にかなり資産が存在し，発生確率の多い５年に１回
程度の波に対する危険度が大きいことが分った。
　両地区とも越波災害は，安芸川，伊尾木川からの流砂供給量の減少及び海岸構造物の築造によっ
て海岸侵食が進み，その時の海象から海岸堤直前で砕波を起すことにより発生する。
　また現実に越波は，海岸堤の突出部，斜路あるいは消波工ぺの集中波によって，局部的に発生す
ることが多い。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ご
　以上のような点から越波災害防止対策として二つのことが考えられる。その一つは砕波を沖の方
で起さすか，波エネルギーを消耗あるいは吸収して，海岸堤直前で衝撃的な砕波を起させないこと
である。これには消波工の沖出し（離岸堤），養浜，吸収性の緩勾配堤等が考えられる。
　今一つは危険地帯を設定し，土地利用規制を行うことである。前記方法をとらず現状の海浜状態
で，海岸堤や消波工の増強を図っても，前面はさらに洗掘され砕波限界波は大となり，越波状況は
良くならない。従って海岸堤法線の突出部，斜路等の波収束部の背後及び海岸堤から20m以内は，
危険地帯として住家等の建築を許さないことである。さらに積極的に現存する住民の移動も考えら
れる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　。‘
　汝た越波災害は河川の破堤等による氾濫災害と異なり，極めて局部的に発生することから，現在
のように侵食の進行している危険海岸をいたちごっこのように，海岸防災施設を強行するより，一
部は自然まかせとし，極めて危険度の高いところを，局部的に土地利用規制を行うのが,国十保全，
経済面から見ても得策であるように思われる。
　この研究は昭和61年度文部省科学研究費（自然災害特別研究ｉ）の交付を得て行われたものの一
部である。調査に当って高知県河川課・安芸土木事務所，安芸市役所より貴重な資料の提供をいた
だいた。記して関係者に深尽の謝意を表す。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　参考文･献　　　｀’
1）上森千秋：干拓堤防の防災保全に関する研究　ｎ　越波によ｡る災害防止に関する研究，高知大学研報，
　vol.8, Nal8, 1～9 (1959)
2）合田良実：港湾構造物の耐波設計，鹿島出版会　237. (1977)
3）高田彰：海岸堤防の越波の飛散（水平）分布について一法面勾配の彫響－，第15回海工講論文集　267
　276 (1963)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I‘
(昭和62年９月28日受理)
(昭和62年12月28日発行)
